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中国との関わり - 強み中国との関わり - 強み

中国での中国での『『伊藤忠ブランド伊藤忠ブランド』』の確立の確立

＜伊藤忠の強み＞

① 歴代経営トップのﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟによる、一貫した中国重視の姿勢

② 中国政府トップとの幅広い人脈形成と層の厚い「中国プロ｣の存在

③ 中国企業との各分野に亘る戦略提携

④ 内販ビジネスへの先行参入と経験の蓄積、調達ソース確保と
販路開拓能力、リスクマネジメントノウハウの集積

＜伊藤忠の強み＞

① 歴代経営トップのﾘｰﾀﾞｰｼｯﾌﾟによる、一貫した中国重視の姿勢

② 中国政府トップとの幅広い人脈形成と層の厚い「中国プロ｣の存在

③ 中国企業との各分野に亘る戦略提携

④ 内販ビジネスへの先行参入と経験の蓄積、調達ソース確保と
販路開拓能力、リスクマネジメントノウハウの集積



3

1972年3月
1979年9月
1992年5月
1993年9月
2004年

～2005年
2005年9月

中国との関わり･沿革

≪認識≫

① GDP約4.9兆ドルの巨大消費社会
② 急速な工業化･情報化･グローバル化

の進展
③ 環境、省エネの重要性
④ ４兆元の景気刺激策、減税により

中国経済 は確実に回復
⑤ 格差対策が課題（沿海部と内陸、

都市と農村）

・地域戦略推進
・大企業/有力企業対策の推進

・注力分野のビジネス拡大
・投資案件の開拓推進

3つのKey Word

生活消費関連

環境・省エネ 資源

中国市場への認識と攻めの視点

大手商社として初めて日中貿易再開の批准取得
大手商社初の北京駐在員事務所開設
大手商社初の現地法人 上海伊藤忠商事有限公司設立
大手商社初の傘型企業 伊藤忠（中国）集団有限公司設立
東北三省に瀋陽･ハルピン･長春事務所を相次いで開設

伊藤忠（中国）集団有限公司が商務部より大手商社初の多国籍企業
「地域本部」の認定取得
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① 地域戦略
沿岸地域を中心とした地域に加え、東北部、中西部振興に重点

② 内需対応
１） インフラ関連：R&D部・機械グループ・３母店を中心とした４兆元

プロジェクトへの対応
（鉄道関連部品・建設機械販売、交通インフラ関連事業）

２） 生活消費関連：
・ リーテイルサポートビジネスの拡大（小売・卸のＭ＆Ａ）
・ Ｂ２Ｂ、Ｂ２Ｃビジネスへのチャレンジ
・ 食料ＳＩＳ：事業・トレードの推進、収益化

３） 国内取引の積極推進・拡大

① 地域戦略
沿岸地域を中心とした地域に加え、東北部、中西部振興に重点

② 内需対応
１） インフラ関連：R&D部・機械グループ・３母店を中心とした４兆元

プロジェクトへの対応
（鉄道関連部品・建設機械販売、交通インフラ関連事業）

２） 生活消費関連：
・ リーテイルサポートビジネスの拡大（小売・卸のＭ＆Ａ）
・ Ｂ２Ｂ、Ｂ２Ｃビジネスへのチャレンジ
・ 食料ＳＩＳ：事業・トレードの推進、収益化

３） 国内取引の積極推進・拡大

国家政策に対応した攻めへのシフト
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95 95 95 91

533 566 593 620

0

100

200

300

400

500

600

700

800

2008実績 2009実績 2010計画 2011目標

(人)

R/S
（駐在員+研修生）

N/S
（基幹職+事務職）

中国ブロック人員推移

≪方針≫
・ ビジネス形態の変化・拡大に即した人材採用の実施
・ 計画的且つスピード感のある育成･研修の実現
・ 積極的なN/S登用の推進
・ 優秀な人材の定着のための福利厚生制度の整備･構築
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中国経営管理グループ 中国経営企画グループ
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所

上海中鑫営銷発展有限公司

北京伊藤忠華糖総合加工有限公司

伊藤忠（天津）有限公司

伊藤忠（青島）有限公司

上海伊藤忠商事有限公司（華東統轄）

伊藤忠商事（香港）有限公司（華南統轄）

広州伊藤忠有限公司

伊藤忠（深セン）有限公司

四川分公司

伊藤忠(重慶)貿易有限公司

伊新（大連）有限公司

南京・張家港、寧波、武漢分公司

アモイ分公司

伊藤忠（中国）集団有限公司（地域本部・華北統轄）

伊藤忠（大連）有限公司

中国総代表

中国人材開発センター

中国CSR・コンプライアンス部
中国監査部

瀋陽分公司・ハルビン分公司
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海南海南

広広
東東

河河
南南

黒竜江黒竜江

吉林吉林

遼寧遼寧

河北河北

山山
東東

福建福建

江西江西

安徽安徽
湖北湖北

湖南湖南

広西広西

山西山西

内モンゴル内モンゴル

陝西陝西

寧夏寧夏

甘粛甘粛

青海青海

四川四川

貴州貴州

雲南雲南

チベットチベット

新疆新疆

江蘇江蘇

浙浙江江重慶重慶

華南

ハルビンハルビン

長春長春

瀋陽瀋陽

大連大連

北京北京

天津天津

青島青島

成都成都

上海上海

厦門厦門

広州広州

深セン深セン

寧波寧波

南京南京
張家港張家港

香港香港

武漢武漢

三母店体制による地域戦略の積極推進

重慶重慶

組織体制 ③中国における地域戦略

地域本部 １
母店 ３
現地法人 １０（母店含）
分公司 ８
本社事務所 ３

華北

華東
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業績概要 ①中国ブロック総資産推移
単位：億円

2010年度計画

2009年度実績 2010年度計画

2009年度実績

TTL：1,559

TTL：953 TTL：2,432

TTL：283

39 40

0

49

325

74

103

40

TTL：670

236

39

4

69

390

1,364

262
68

68 39

0

64

355

131

151

65

2010年度計画

TTL：873

2009年度実績

≪現地法人・支店≫

≪カンパニー主管事業≫

≪中国ブロック合計≫

206

3

350
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188

44

49

40
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業績概要 ②中国ブロック海外事業損益推移
単位：億円

2009年度実績 2010年度計画

2010年度計画2009年度実績

≪現地法人・支店≫

≪カンパニー主管事業≫

TTL：43 TTL：65

TTL：114 TTL：65

TTL：157

25

4110

24

3 0

0

TTL：130

2010年度計画2009年度実績

≪中国ブロック合計≫
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37
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業績概要 ③投資概要

《2010年6月末現在 対中国投資先数 》

《2010年3月末 投資残高》

【中国 1,226.4億円+香港 111.4億円】

【中国 51社+香港 7社】58社

黒字会社 【中国 37社+香港 5社】

【中国201 社+香港 20 社】
(含む現法、事業会社からの投資)

221社

1,337.8億円

42社（黒字比率 72%）

会社数

会社数

《2010年6月末現在 連結対象会社》
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中国のマクロ経済動向①

●生活消費市場
貯蓄額の増大
⇒2010年上半期の全社会消費品小売総額は7兆2,669億元(前年同期比18.2%増)
⇒2010年度の伸び率目標 15%

社会消費財小売額推移

出典：国家統計局

中国　年末時貯蓄額推移　(単位：百万人民元)
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中国のマクロ経済動向②

●環境・省エネ市場

・環境保全関連産業の市場規模約8,000億元(2008年)
⇒2020年まで年平均15～20％で成長する見通し。

・アジア主要国の環境ビジネス潜在市場規模は2020年にUS$1,340～1,640億
⇒このうち約2/3は中国が占める(環境省推計)。

出典：IEA統計

2007年時点のGDP単位当たり一次エネルギー消費量
(日本を1.0とした場合)

日本 1.0
アメリカ 2.1
韓国 3.2
OECD加盟国平均 1.9

ブラジル 1.5
南アフリカ 2.6
中国 7.6
インド 7.8
インドネシア 8.3
ベトナム 10.7
ロシア 16.7
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中国のマクロ経済動向③

●中国の対外投資動向

対外投資を積極推進する
中国政府の「走出去」 政策

↓
2008年度対外投資実績は

2006年度実績比 3.2倍

●中国の対外投資残高(08年度)

1,840億ドル
(内、資源関連が13%)

出典：国家統計局

中国対外投資推移
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実績

億ドル

大洋州

北米

中南米

欧州

アフリカ

アジア

176

265

559

中国対外直接投資残高
(2008年度　単位：億ドル)

1,593

247

資源関連 その他

(13%)

(87%)

残高総額：1,840

出典：国家統計局
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中国企業の対外進出を、伊藤忠がパートナーとなって推進・実行中国企業の対外進出を、伊藤忠がパートナーとなって推進・実行

中国のマクロ経済動向④

●貿易推移額
中国　貿易額(輸出+輸入)推移

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

2006年 2007年 2008年 2009年

(単位：億ドル)

大洋州

北米

中南米

欧州

アフリカ

　アジアその他

　インド

　韓国

　香港

　台湾

　ASEAN

　日本

アジア

9,811

(56%)

11,878

(55%)

13,667

(53%) 11,720

(53%)

17,604

21,737

25,633

22,072
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注力分野 環境・省エネ① ～長興島エコアイランドプロジェクトの推進

2009年2月：伊藤忠と遼寧省の間で｢長興島エコアイランド臨港工業区開発建設に関する
戦略的協力フレームワーク協議書｣締結。

2010年4月：国家級経済技術開発区「大連長興島経済技術開発区」に昇格
仏SUEZ社と共同での南北汚水処理場(処理能力日量4万t)の保守運営・運行管理業務を受諾

スマートウォータースマートウォーター

スマートエナジースマートエナジー

スマートトランスポーテーション
スマートトランスポーテーション

スマートリサイクルスマートリサイクル

スマートインダストリースマートインダストリー

• 下水道整備
• 高度処理施設の導入
• 中水道/雨水の活用
• 海水淡水化

・ 再生可能エネルギー
・ スマートグリッド
・ 廃熱・余熱利用

・ CO2排出の少ない公共交通
の導入（HSST、鉄道、低床トラム）

・ 各種処理施設、リサイクルポート
等整備

・ ゼロ・エミッション等導入

・ 造船
・ 石油精製・石油化学
・ 製鉄（高炉～製鋼）

等をサポートするインフラ設備等

【産業誘致】
造船・石油化学

製鉄・木材
物流

環境調和型
産業都市

環境保護
省エネ

高度な融合

≪基本構想≫
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水と緑のネットワーク

上水道
混合施設

海水
淡水化
施設

淡水

下水高度
処理施設浄水場からの導水

上水
供給

排水 電気供給
熱供給浸透

高層集合住宅

屋上緑化

スマートウォーター
省エネルギー(熱・電気)

冷暖房等に活用

リサイクル

ごみ
運搬

リサイクル施設
及び

ごみ焼却施設

リサイクル
ポート

地熱の回収
原子力発電所からの送電

（夜間電力使用）

蓄熱システム

ごみ焼却熱回収

ゴミ焼却
施設

ｴｺﾛｼｶﾙ
ポンド

臨海工業地区

雨水貯留

熱電併給施設

リサイクル
資源の
海上輸送

風力発電

太陽光発電

再生可能エネルギー
(風力・太陽光発電）

透水性
舗装

壁
面

緑
化

放流

濃塩水 下水
排熱回収

中水道

スマートグリッド

遼寧省大連市長興島臨海工業区における環境・省エネルギー分野の先端技術を採用したエコアイ
ランド建設につき、伊藤忠は、水処理をはじめ、エネルギー、輸送、リサイクル等の分野において
様々な取り組みを実施。

注力分野 環境・省エネ② ～長興島エコアイランドプロジェクトの推進
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見通しに関する注意事項

本資料に記載されている当社の計画、戦略、見通し及びその他の歴史的事実でないものは、
将来に関する見通しであり、これらは、現在入手可能な期待、見積り、予想に基づいています。
これらの期待、見積り、予想は、経済情勢の変化、為替レートの変動、競争環境の変化、係争
中及び将来の訴訟の結果、調達資金や金融商品の継続的な有用性等多くの潜在的リスク、不
確実な要素、仮定の影響を受けますので、実際の業績は見通しから大きく異なる可能性があり
ます。従って、これらの将来予測に関する記述に全面的に依拠することは差し控えるようお願い
いたします。また、当社は新しい情報、将来の出来事等に基づきこれらの将来予測を更新する
義務を負うものではありません。


